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１.はじめに

世代間重複モデルを用いての人的資本蓄積と経済成長についての先行研究では，人的資本蓄積を公

的教育と私的教育に分類しての考察がしばしばなされる。そこでは，公的・私的教育の分類は教育支

出で行われ，私的教育の下では親からの所得移転，公的教育の下では政府による所得比例課税を財源

とするとしている。

世代間重複モデルを用いての公的・私的教育と経済成長についての先行研究として，本稿では，

Glomm and Ravikumar（1992）を挙げる。Glomm and Ravikumar（1992）では，人的資本蓄積の

決定要素が，個々人の勉強時間，親世代の人的資本水準，および教育支出で構成されており，現実の

教育で取り上げられる要素はほぼ満たしていると言える。分析内容としては，２期間の世代間重複モ

デルを用いて，公的・私的教育の比較分析が行われており，低所得の個々人は公的教育，高所得の個々

人は私的教育を選好するとした上で，公的教育の下では格差が縮小し，私的教育の下では格差が拡大

するという帰結が得られている。

本稿の分析目的としては，Glomm and Ravikumar（1992）について，以下の点で，さらなる拡張

を加えるものである。まず，Glomm and Ravikumar（1992）では，上述の所得格差に加えて，内生

的経済成長を議論することを目的としているが，生産者の存在は捨象されており，人的資本水準と所

得水準を同一視するという極端に単純化された設定がなされている 。この設定のインプリケーショ

ンは，人的資本水準がタイムラグ無しに所得水準を決定するというものであるが，例えば，Galor and
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１)Glomm and Ravikumar（1992）に限らず，この設定は，世代間重複モデルを用いての公的・私的教育と経済成長
に関する先行研究に共通する大きな特徴である。



Tsiddon（1996）とGalor and Tsiddon（1997）で見られるように，完全競争下の小国開放経済を設定

し，技術水準をパラメータとすれば，生産者を捨象せずに同様の議論が可能である。次に，Glomm and
 

Ravikumar（1992）では，公的・私的教育それぞれの下で，個々人が効用最大化を達成するような人

的資本（所得）水準を決定し，それを所与とし，公的教育の下では，政府もまた効用最大化を行うこ

とによって，最適税率が決定されるとしているが，政府の効用関数がやや恣意的な設定となっている

影響から，最適税率が常に1 2で決定されるという極端な帰結が得られている。

以上を踏まえ，本稿の分析内容を説明する。本稿では，Glomm and Ravikumar（1992）における

基本モデルに，Galor and Tsiddon（1997）における生産者の議論を導入し，技術水準がパラメータ

であれば，Glomm and Ravikumar（1992）と同様の分析が可能であることを確認し，その上で，公

的教育の下での家計と政府の効用関数の各要素にパラメータを付加し，最適税率が1 2となるのは特殊

ケースに過ぎないことを示す。

本稿の構成として，まず前半部分で，Glomm and Ravikumar（1992）にGalor and Tsiddon（1997）

の生産者を導入した基本モデルを概観する。具体的には，第２節で，基本モデルの設定を行い，第３

節で，家計の効用最大化とそれを踏まえての政府の効用最大化による均衡分析を行うものとする。本

稿の主要な論点は，第３節で示される。

２.基本モデル

Galor and Tsiddon（1997）に倣い，完全競争下の小国開放経済を設定する。但し，個々人の経済

活動については，Glomm and Ravikumar（1992）に倣い，２期間にわたって行われるとする 。２期

間とは，ある世代における若年期と老年期を意味する。本稿では， 世代を基準とし，その若年期と

老年期をそれぞれ， 期と ＋1期とおく。個々人の寿命は，老年期の最終時点で尽きるものとする。

2.1 財市場

各期における財の生産 は，資本ストックと人的資本に関する収穫一定性 を持つと仮定する。 期

における生産は次のように行われるとする。

＝ ，λ ⑴

⑴式において， は 期における総生産量， と はそれぞれ，一国全体の物的資本量と効率的

労働力，λは技術水準（パラメータ）である。生産者の一人当たり生産量を とおくと，

λ
；

λ
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２)Galor and Tsiddon（1997）では，３期間の世代間重複モデルによって分析が行われているが，２期間モデルに置
き換えても問題は無い。

３)財市場についての分析の詳細は，大住（2003）と大住・川畑・筒井（2006）で議論がなされているので，そちらを参
照されたい。

４)生産関数は規模に関する収穫一定性を持つことから，次のことが言える。
， λ ＝ ，λ ； ＞0

５) は強い単調増加，強い意味での凹関数であり，新古典派の性質を持つとする。
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期における賃金率と資本の賃料率をそれぞれ， と とおくと，生産者の利潤関数は，次になる。

Π ，λ ＝ ，λ － － ＝λ － － λ

生産者は利潤を最大にするような と の水準を選ぶ。これは，次のように表される。

Π ，λ ＝ λ － － λ

一階条件より， と は，次の条件を満たすように需要される。

Π＝λ ′ － λ ＝0 ′ ＝ ⑵

Π＝λ － － λ ＝0 ＝λ － ＝λ － ′ ⑶

⑶式において， － ′ は実質賃金を表している。このとき，次式が成立する。

＝λ － ′ λ

本稿では，小国開放経済を仮定するので，利子率は一定となる。これを とおくと，⑵式にお

いて， ′ ＝ となるので， は，次のように定義できる。

λ λ ⑷

2.2 人的資本蓄積と所得水準

Glomm and Ravikumar（1992）に倣い， 世代の個人 の ＋1期における人的資本水準 は，

次のように決定されるとする。

＝θ1－ ； θ＞0； β，γ，δ∈ 0，1 ⑸

本稿では，Galor and Tsiddon（1997）に倣い，各変数について，個々人の場合は，右上にタイプ

，右下に期を添え字で表記するものとする。⑸式において， は －1世代の個人 の 期における

人的資本水準， は 世代の個人 の ＋1期における人的資本水準， は 世代の個人 の 期に

おける余暇時間， は 世代の個々人の 期における公的教育の下での教育支出である。公的教育の

下では，教育支出は全員一律であるので，本稿では，Glomm and Ravikumar（1992）に倣い，右下

の期の添え字のみを表記するものとする 。また，各期における全時間を１で基準化するものとする。

すなわち，1－ は 世代の個人 の 期における勉強時間を意味する。したがって，⑷式より， 世

代の個人 の ＋1期における所得水準は次になる。

＝ ＝ λ ⑹

Glomm and Ravikumar（1992）では，個々人の人的資本水準が彼等の所得水準そのものになると

いう設定になっているが，⑹式より，Galor and Tsiddon（1997）のシステムでも，技術水準がパラ

メータであれば，Glomm and Ravikumar（1992）と同様，個々人の人的資本水準がタイムラグ無し

に彼等の所得水準を決定付ける設定となることが分かる。公的教育の下で， は政府による所得比例

課税を財源として行われるとする。それは，次になる。

＝τ λ ＝τ λ ⑺

所得税率と公的教育に関する一考察

６)全員一律であれば，個々人による差は無いからである。また，Galor and Tsiddon（1997）では，私的教育のみで
あり，公的教育の存在は仮定されていないので，この表記法は，Glomm and Ravikumar（1992）に倣っている。
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本稿では，Galor and Tsiddon（1997）に倣い，各変数について，平均の場合は，右上にタイプを

表す添え字 を表記せず，右下の期を表す添え字のみを表記するものとする 。⑺式において， は

－1世代の 期における平均的な人的資本水準 ， は 期において の人的資本水準を持つ個

人が存在する確率である。本稿では，Galor and Tsiddon（1997）に倣い，平均的な人的資本水準を

確率密度関数を用いて表すこととする 。公的教育の下で， は家計にとって所与となる 。

3.均衡分析

第２節における基本設定を踏まえ，家計の効用最大化問題を考える。Glomm and Ravikumar

（1992）では，最適税率が常に1 2で決定されるという極端な結論が得られている。この要因としては，

政府の効用関数の設定が恣意的であることが挙げられるが，それに対し，本稿では，家計と政府の効

用関数にパラメータを付加したケース を取り上げ，一般化を図る。それによって，最適税率が1 2と

なるのは特殊ケースに過ぎないことを一つの側面から示す。 世代の個人 は，制約条件の下で，２

期間全体の効用水準 を最大化するように行動する。Glomm and Ravikumar（1992）に倣い，

それは，次のように表されるとする。

＝ηlog ＋ 1－ηlog ＋log

＝ 1－τ λ ， ＝θ1－

ここで， は 世代の個人 の ＋1期における消費水準， は ＋1世代の個々人の ＋1期に

おける公的教育の下での教育支出である。本稿では，Glomm and Ravikumar（1992）に倣い，遺産

贈与は考慮しないとする。したがって，消費には，所得で課税分を差し引いた残りが全て充てられる。

パラメータの設定について，その根拠は以下の通りである。公的教育の下では，家計にとって，

は所与であり，コントロール可能なのは， と である。 と の関係として， を増加（減

少）させれば，家計の効用にとってプラス（マイナス）となるが，それは同時に， を下降（上昇）

させ， を減少（増加）させることになり，効用にとってマイナス（プラス）となるというもので

ある 。すなわち，家計の効用最大化においては，余暇と消費の重要度の比率が問題となり，ηと 1－η

は，それを表している。制約条件を目的関数に代入し，一階条件を解くと，最適な勉強時間 1－ は，

７)Glomm and Ravikumar（1992）では，個々人の人的資本水準と平均的な人的資本水準をそれぞれ，小文字と大文
字で表記しているが，この表記に従うと，一国全体の効率的労働力と混同するため，本稿では，平均的な人的資本水準
については，Galor and Tsiddon（1997）の表記を採用する。

８) λ は －1世代の 期における平均的な所得水準であり，それに税金が課せられることから，所得比例課税である
ことが分かる。

９)Glomm and Ravikumar（1992）でも，表記は異なるものの，平均的な人的資本水準については，確率密度関数を
用いて表している。

10)第３節で説明するが，Glomm and Ravikumar（1992）では，最適税率は政府の効用最大化によって決まる設定と
なっている。家計で蓄積される人的資本水準とそれによって決定付けられる所得水準による影響も受けはするが，直接
的にはコントロールできない。

11)効用関数にパラメータを組み入れないケース，すなわち，Glomm and Ravikumar（1992）のモデルをそのまま適
用したケースについては，付録1を参照せよ。そこでは，技術水準がパラメータであるならば，Galor and Tsiddon
（1997）における生産者の議論をGlomm and Ravikumar（1992）に導入しても矛盾が起こらないことを示している。

12)右上の添え字 は， （家計）の頭文字を大文字でとったものである。

― ―148 経 済 論 究 第 139 号



次になる 。

1－ ＝
β1－η

η＋β1－η
⑻

Glomm and Ravikumar（1992）では，最適な勉強時間はβのみによって決定付けられたが，⑻式

より，本稿の設定では，ηと 1－ηによる影響も付加されることが分かる 。ここで，η＝1 2のケース

では，Glomm and Ravikumar（1992）と一致する。政府は，個々人が効用最大化によって決定した

人的資本水準を所与として，政府の効用水準 を最大化するように税率を決定する。Glomm and
 

Ravikumar（1992）に倣い，それは，次のように表されるとする。

＝ρlog 1－τ λ ＋ 1－ρlog τ λ

＝θ
β1－η

η＋β1－η

政府の効用は，個々人の所得水準と税収総額で決定付けられる 。ここでも，家計と同様，政府の効

用関数における各要素にかかるパラメータの設定について，根拠を述べる。政府がコントロール可能

なのはτ である。τ を下落させれば，1－τ λ ，すなわち，税引き後，個々人の手元に残る

所得水準は高まり，政府の効用にとってプラスの効果がある。しかしながら，同時に，τ λ ，つ

まり，税収が減少し，効用にとってマイナスの効果もある。すなわち，政府の効用最大化においても，

家計における個々人の所得水準と税収の重要度の比率が問題となり，ρと 1－ρは，それを表すもので

ある。制約条件を目的関数に代入し，一階条件を解くと，最適税率τ は次になる 。

τ ＝1－ρ ⑼

すなわち，政府の効用関数における各要素にパラメータを設定する場合，Glomm and Ravikumar

（1992）における最適税率が 1 2という結果は，ρ＝1 2という特殊ケースにおいてのみ成り立つこと

が分かる。また，⑼式より，最適税率は，政府が個々人の所得水準に重点を置けば下落し，税収額に

重点を置けば上昇することになる。最後に，第１節との関係から経済成長パターンについて考える。

⑷式から分かるように，本稿では，小国開放経済を設定しているため，資本・労働比率と賃金率は一

定となる。すなわち，技術水準がパラメータの場合，経済成長を決定する要因は，個々人の人的資本

水準のみとなる。公的教育の下で，高い人的資本水準を得るには，まず家計の効用最大化において，

最適な 1－ が高い値で選ばれ，次に政府の効用最大化において，政府が税収額に重点を置き，最適な

τ も高い水準で選択されなければならない。したがって，経済成長パターンの決定においても，家計

13)本稿では議論しないが，義務教育を考える場合，効用に関係なく，強い束縛を受けることになる。しかしながら，そ
の議論を組み入れると，分析が複雑化することが予想される。

14)この導出過程については，付録２を参照せよ。
15)このインプリケーションとしては，若年期を現在として，個々人にとって，将来（老年期）における所得と消費を高
い水準で得るよりも，現在における休暇を得る方が好ましいのか，それとも，現在における休暇よりも，将来（老年期）
における所得と消費を高い水準で得ることが好ましいのかによって，最適な勉強時間が左右されるということである。
これは，極めて現実的な設定と言える。

16)右上の添え字 は， （政府）の頭文字を大文字でとったものである。
17)これは，家計と政府，それぞれの効用を考える場合，両者の乖離がそれほど大きくはならない設定と言える。Glomm

 
and Ravikumar（1992）において，最適税率が常に 1 2で決まるという極端な結論の背景には，この政府の効用関数
そのものが恣意的であることも挙げられる。

18)この導出過程については，付録３を参照せよ。
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と政府の効用関数におけるパラメータが重要な役割を果たすことが分かる。

４.結語

本稿における主な貢献としては，Glomm and Ravikumar（1992）が家計のみを議論しているのに

対し，Galor and Tsiddon（1997）における生産者を組み入れても，基本設定に影響を及ぼさないこ

とを確認し，その上で，家計と政府の効用関数について，パラメータを加えることによって，最適税

率が 1 2，すなわち，定数に決まるのは特殊ケースに過ぎないことを示したことにある。現実的にも，

家計において，個々人が現在得られる休暇と将来の所得水準および消費水準を睨んでの勉強時間のど

ちらを重視するか，また，政府が各家計の生活水準と自身が得ることのできる税収のどちらを重視す

るかは，経済活動における束縛が緩いと思われる民主主義国家においては，常に付き纏う問題と言え

るだろう。

最後に，本稿の分析について，今後の展望を述べる。Glomm and Ravikumar（1992）で最適税率

が常に 1 2で決定されることについては，パラメータの有無のみならず，政府の効用関数そのものが

非常に恣意的であることも要因として指摘されるところと思われる。Glomm and Ravikumar（1992）

の設定は，家計と政府の効用に大きな乖離を生まないという点で，分析上は明快な結果が得られるが，

政府が常に家計の所得水準によって効用を得られるという保証はない。例えば，貧困層出身の政治家

は，税収よりも個々人の所得水準が高まることで効用を得るかもしれないが，富裕層出身の政治家は，

個々人の所得水準よりも税収を得ることで効用を得るかもしれない。このように，政治選好の議論を

組み入れ，政府については異なる効用関数を設定すると，さらなる議論の拡張が期待できる。しかし

ながら，根本的問題として，政府の効用というものをどのように捉えるかは非常に難しい問題であり，

様々な議論を呼ぶことが予想される。

■付録１ Glomm and Ravikumar（1992）に従うと，家計の効用関数は次のような設定になる。

log ＋log ＋log

制約条件を代入すると，次になる。

log ＋log 1－τ λθ1－ ＋log

一階条件より，最適な 1－ は，以下のように導出される。

1
＋

1－τ λθβ1－ －1
1－τ λθ1－

＝
1
－

β
1－

＝0

＝
1

1＋β

1－ ＝1－
1

1＋β
＝

β
1＋β

また，Glomm and Ravikumar（1992）に従うと，政府の効用関数は次のような設定になる。

log 1－τ λ ＋logτ λ

制約条件を代入すると，次になる。
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log 1－τ λθ
β

1＋β
＋log τ λ

一階条件より，最適なτ は，以下の手順で求められる。

－1 λθβ/1＋β
1－τ λθβ/1＋β

＋
λ

τ λ
＝

1
1－τ

＋
1
τ

＝0

τ ＝
1
2

以上の結果は，Glomm and Ravikumar（1992）と一致する。したがって，Galor and Tsiddon（1997）

における生産者の議論を組み入れても，同様の結果が得られることが分かる。

■付録２ 本稿で設定した家計の効用関数に制約条件を代入すると，次になる。

＝ηlog ＋ 1－ηlog 1－τ λ ＋log

＝ηlog ＋ 1－ηlog 1－τ λθ1－ ＋log

一階条件より，最適な 1－ は，以下のように導出される。

η
＋

1－η 1－τ λθβ1－ －1
1－τ λθ1－

＝
η
－
β1－η
1－

＝0

＝
η

η＋β1－η

1－ ＝1－
η

η＋β1－η
＝

β1－η
η＋β1－η

付録１で挙げている，Glomm and Ravikumar（1992）と一致するのは，η＝1 2のケースである。

β1－1 2
1 2＋β1－1 2

＝
1 2 β

1 2＋1 2 β
＝

β
1＋β

■付録３ 本稿で設定した政府の効用関数に制約条件を代入すると，次になる。

ρlog 1－τ λθ
β1－η

η＋β1－η
＋ 1－ρlog τ λ

一階条件より，最適なτ は，以下の手順で求められる。

ρ －1 λθβ1－η η＋β1－η
1－τ λθβ1－η/η＋β1－η

＋
1－ρ λ
τ λ

＝－
ρ

1－τ
＋

1－ρ
τ

＝0

τ ＝1－ρ

付録１で挙げている，Glomm and Ravikumar（1992）と一致するのは，ρ＝1 2のケースである。
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